
無人航空機（ドローン）操縦ライセンスが
始まると何がどう変わるのか。

一般社団法人ＤＰＣＡ 副代表理事 上原 陽一1
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一般社団法人 DPCA (ドローン撮影クリエイターズ協会)

空撮によるメディア発信を中心に映像制作、クリエイター育成、
操縦、撮影技術の向上講習行い、各種管理窓口としての業務を担う。

目的：

国土交通省航空局 HP掲載管理・講習団体

2015年9月

名称：

設立：

構成： 代表理事 上田 雄太 副代表理事 上原 陽一  他理事4名

本部： 京都市

組織情報



3

2021年7月〜現在 国主導のワーキンググループに参画 ルールメーカーとしての役割



講習団体機関として国内唯一 
航空局 幹部向けに講習デモ実施

( 2020年 10月28日 )

4





延べ7,000名以上の修了者を輩出

国内トップクラス

京都府/ 京都府警察/ 神戸市/ 京都市消防/天草消防本部/
高知県土佐清水市/ 国立研究開発法人土木研究所/ 
兵庫県防災担当職員/ 加古川消防本部/茨城県建設技術公社/ 
相楽中部消防本部/ 国土交通大学校/近畿地方整備局/ 
阪神高速技術株式会社/ 京都大学/国際協力機構(JICA)/
関西電力株式会社/中部電力株式会社/福岡県港湾局/
積水ハウス株式会社/九州ドローンコンソーシアム/
吹田市消防/ダイキン工業株式会社 /パソナ・パナソニック株式会社
大阪芸術大学/京都トヨタ株式会社/ 清水建設株式会社/修成建設専
門学校 /奈良県職員 /日本電気硝子株式会社 /日本無線株式会社 / 国
際航業株式会社/NEXCO西日本 /(株)オプテージ/オートバックスセブ
ン株式会社/加東市職員/加西市職員/海上自衛隊鹿屋基地
その他企業多数実績2022年6月1日現在

主な事業：スクール事業



撮影(空撮)から編集までワンストップで提供

洗練されたカメラワークから生み出す感動。

映画『古都』空撮、大阪グランフロント CM 撮影、JTB CM 撮影、同志社大学
流れ橋撮影、近畿大学・プロモーション撮影、JRA 阪神競馬場
京都府プロモーションライブラリー、太陽の塔プロジェクションマッピング
東洋タイヤ CM、神戸開港 150 周年帆船フェスティバル空撮、
金沢大学と共同で熊 本地震被災地ドローン合同調査に参加

西野亮廣『 チックタック ~光る絵本展と光る満願寺展~』プロモーション

西野亮廣『 光る絵本展 i n  仏 パリ エッフェル塔』プロモーション

高知県立足摺海洋館 SATOUMI  プロモーション映像制作担当

平成30年 /令和元年 大阪市消防出初式 プロモーション映像製作担当

平成29年  兵庫県国民保護訓練  プロモーション映像製作担当

平成30年 丸利 吉田銘茶園 プロモーション映像製作担当

平成29 /30年 スイス政府観光局 スイスプロモーション映像製作担当

令和元年  京都府立京都スタジアム竣工記念プロモーション映像製作担当

令和元年 同志社大学 プロモーション映像製作担当

令和4年 京都府警察 プロモーション映像製作担当

令和4年 大阪市消防局 プロモーション映像製作担当

映像制作事業

【撮影事例】







2015年

2021年

2016年

2017年

2018年

2019年

京都府と都道府県初
無人航空機災害時運用協定締結

熊本地震 調査撮影

京都府国民保護訓練

防災訓練参加

台風21号災害対応 大阪市消防出初式参加

九州ブロック消防訓練

政令指定都市
神戸市大阪市京都市名古屋市
無人航空機災害時運用協定締結

神戸市国民保護訓練

DPCA 防災・災害関連活動年表

2020年

2022年



亀岡市

宇治市

京都府

京都市

久御山町

城陽市

京田辺市

神戸市

西宮市

芦屋市宇治田原町

長岡京市

三田市

大山崎町

大阪市

有田川町枚方市

宮崎市

大隅肝付地区消防組合

福岡市

名古屋市

四日市市

総務省消防庁

逗子市

土佐清水市

南砺市

葉山町

近畿・北陸

九州

四国

中部

関東

2022年9月1日現在

40自治体

( KDC合同 )

香芝市

広陵町

松原市

東大阪市

栃木市

加東市

交野市

南山城村

府中市

中国

日南市
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宗像市

守口市

多久市

ドローンによる広域防災ネットワークの構築に向けた取り組み

自治体との災害時運用協定
締結数全国最多



国内ドローンビジネス市場規模予測
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2027年市場

機体市場
7,933億円

1,788億円

5,861

出所：「ドローンビジネス調査報告書2022」インプレス総合研究所
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2,308

サービス市場

周辺サービス市場

5,147億円

998億円



国内ドローンビジネス市場規模予測内訳

その他サービ
ス

0 4 72 110 92 112 149 215 343 431 469 506

物流 0 0 5 15 15 16 27 44 122 209 517 830

防犯 0 0 10 20 32 56 80 96 116 139 167 200

農業 110 108 175 260 315 399 478 597 764 900 1062 1258

点検 2 5 43 115 279 420 719 915 1276 1620 1913 1993

土木・建築 30 23 36 60 67 106 221 228 242 249 257 267

空撮 12 15 21 28 28 39 51 73 86 91 92 93
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レベル4実現後におけるドローン利活用の展望
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2022年12月5日制度施行
ドローン国家ライセンス制度の動向







管理団体 講習団体

認定・監督

認定申請

受講者

技能認証の発行

講習申込み

講習団体に対し、教材・カリキュラムの提供や
定期的な監査等により指導監督を行う

個々の操縦者に対し操縦技能の講習を行い
基準を満たしものには「技能認証」を行う

許可・承認申請に有効

許可・承認 申請

既存制度の技能認証

講習受講

検定合格

��



操縦ライセンス制度全体概要について

参照：航空局「レベル４の実現に向けた新たな制度整備等」より



1等資格

2等資格

第三者上空飛行(レベル4)を可能

飛行毎の許可・承認は必要

カテゴリー2
許可・承認申請は不要

有効期間3年間

カテゴリー3 

飛行形態による資格区分け
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操縦ライセンス制度全体概要について

参照：航空局「レベル４の実現に向けた新たな制度整備等」より



操縦ライセンス制度登録講習機関について

参照：航空局「レベル４の実現に向けた新たな制度整備等」より





操縦ライセンス試験の運用イメージ

参照：(一財)日本海事協会無人航空機（ドローン）の安全確保制度について



















民間技能認証取得者向け
新国家資格制度移行対応措置について



初学者と経験者 新制度移行後の対応比較

受講者の区分 初学者
(未経験者)

経験者
(民間技能認証取得者等)

国家資格区分 1等無人航空機操縦士 2等無人航空機操縦士 1等無人航空機操縦士 2等無人航空機操縦士

学科講習実施目安
(eラーニングにて実施予定)

最低カリキュラム時間数

18時間 10時間 9時間 4時間

学科試験 CBT方式にて受験必要

実地講習 実施時間目安

基本

50時間以上

基本

10時間以上

基本

10時間以上

基本

2時間以上

目視外飛行7時間以上

夜間飛行 1時間以上

目視外飛行2時間以上

夜間飛行 1時間以上

目視外飛行5時間以上

夜間飛行 1時間以上

目視外飛行1時間以上

夜間飛行 1時間以上

実地国家試験 (登録講習機関にて国家試験相当の修了審査を実施)



初学者と経験者新制度移行後の対応比較

受講者の区分 初学者
(未経験者)

経験者
(民間技能認証取得者等)

国家資格区分 1等無人航空機操縦士 2等無人航空機操縦士 1等無人航空機操縦士 2等無人航空機操縦士

学科講習実施目安
(eラーニングにて実施予定)

最低カリキュラム時間数

18時間 9時間 9時間 4時間

学科国家試験 CBT方式にて受験必要

実地講習実施時間目安

目視内・昼間・物件投下無

50時間以上

目視内・昼間・物件投下無

10時間以上

目視内・昼間・物件投下無

10時間以上

目視内・昼間・物件投下無

2時間以上

目視外飛行7時間以上

夜間飛行 1時間以上

目視外飛行2時間以上

夜間飛行 1時間以上

目視外飛行5時間以上

夜間飛行 1時間以上

目視外飛行1時間以上

夜間飛行 1時間以上

実地国家試験 (登録講習機関にて国家試験相当の修了審査を実施)





技能認証取得者が得られるメリット

受講時間の減免 受講費⽤の減免 国家試験実地免除
最短半日で完了する

講習を受講するだけ

技能認定取得者だけの

特別価格で切替が可能

登録講習機関での

修了審査を受けていただきます




